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令和５年度一般会計補正予算説明資料 
６款 農林水産業費 
 ４項 林業費                          治山砂防課（内線：７８２１） 

７目 治山費    （単位：千円）

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

治山事業新規事業化
調整費 
［単県公共事業］ 

23,000 10,000 33,000 10,000

トータルコスト 30,018 10,780 40,798 （補正に係る主な業務内容） 
計画説明、設計・積算業務、監督業務 従事する職員数 0.9人 0.1人 1.0人

事業内容の説明     

１ 事業の目的・概要 
  令和５年５月の大雨により治山施設の一部が崩壊し、また、７月１３日の大雨により隣接する
自然斜面の崩壊が発生した。当該２箇所の復旧のため、早急に対策を検討する必要があることから、
対策工の概略設計を実施するための経費である。 

２ 主な事業内容 
  ・岩戸地区（鳥取市福部町岩戸） 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
  山地災害等により荒廃の進んだ森林の早期復旧及び森林の維持造成を図るため、国庫補助事業
で治山施設を整備する上で必要となる対策工法の検討を実施する。 
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令和５年度一般会計補正予算説明資料
７款　商工費
　３項　観光費  観光戦略課 （ 内線 ： ７４２１ ）
　　１目　観光費 （単位：千円）

財　　源　　内　　訳
事 業 名 補正前 補　正 計

国庫支出金 起債 その他 一般財源
備考

（新）コロナ
禍・台風災害
を乗り越える
観光振興戦略
事業

0 150,000 150,000 48,000 102,000

トータルコスト 0 153,119 153,119（補正に係る主な業務内容）
従事する職員数 0.0人 0.4人 0.4人委託事務、情報発信企画調整、関係機関との連携・連絡・調整

事業内容の説明

１　事業の目的、概要

　コロナ禍や令和５年８月の台風第７号による被害を乗り越えて、インバウンドを含む県内の観光振興を図るた

め、国内外からの誘客促進や情報発信の強化、受入環境整備、国事業を活用した高付加価値旅行者層の誘客対策を

実施する。

２　主な事業内容

（単位：千円）
区分 内容 予算額

1 旅行商品造成・

誘客促進

○会員向け雑誌や新聞広告を活用して集客する旅行会社を中心に、旅行会

社と連携した旅行商品造成を行う。

○大手旅行会社と連携し、本県への誘客に繋がる対策を講じるとともに、

旅行会社店頭に鳥取県PRコーナーを設置し、旅行先として本県のPRを行

う。

３５，０００

2 情報発信強化 〇インフルエンサーの招聘やSNS等による「鳥取県の観光魅力」や「食パ

ラダイス鳥取県」の情報発信を強化する。

１５，０００

3 受入環境整備 〇県内両空港の航空便利用者に対するレンタカー割引、主要観光地を巡る

観光周遊タクシーの運行支援、県内宿泊施設の魅力向上に資する環境整備

支援などを行う。

２０，０００

4 インバウンド対応

強化

〇国際定期便・チャーター便の運航再開・新規就航に向けて、プロモー

ション強化と航空会社・旅行会社への支援を行う。

〇高付加価値旅行者層の誘客を促進するため、本県の自然や歴史等を生か

した体験コンテンツのメニュー化・磨き上げ、情報発信等を実施する。

（観光庁　観光再始動事業（国10/10）を活用）

８０，０００

合計 １５０，０００

３　事業目標・取組状況・改善点

　旅行会社と連携した国内外からの誘客促進や情報発信、空港レンタカー・観光周遊タクシーによる周遊性向上、

宿泊施設の魅力アップ、国事業活用による高付加価値旅行者層の誘客促進を強力に推進する。
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令和５年度一般会計補正予算説明資料 

３款 民生費 

１項 社会福祉費                             長寿社会課（内線：７１７５）  

４目 老人福祉費                                   （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財 源 内 訳 

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源

介護事業所における

介護ロボット・ＩＣＴ

導入支援事業 

106,906 62,051 168,957

（基金繰入金）

62,051

トータルコスト 108,465 62,831 171,296 （補正に係る主な業務内容） 

補助金交付事務 従事する職員数 0.2人 0.1人 0.3人

事業内容の説明                       【「鳥取県地域医療介護総合確保基金」充当事業】

１ 事業の目的、概要 
  介護現場の職員の負担軽減や業務効率化を更に推進するため、鳥取県地域医療介護総合確保基金を活用して、
事業所における介護ロボット、ＩＣＴ（情報通信技術）の導入を支援する。 

２ 主な事業内容 
（１）介護ロボット導入支援事業 

介護事業者の身体的負担の軽減や業務の効率化に資するため、介護事業者が介護環境の改善のために整備
する介護ロボット導入費（介護ロボット購入費、見守りセンサー導入に伴う通信環境整備費）を助成する。
（特別養護老人ホームすこやか、ほか18事業所で実施予定。） 

   〇補 正 額：60,551千円 
〇対象主体：各介護事業所 
〇補 助 率：3/4（職員の負担軽減に資する取組を行う等、一定の要件を満たした場合） 

上記以外1/2 
・１機器につき補助上限額30万円 
（移乗支援・入浴支援については上限100万円） 
・見守りセンサー導入に伴う通信環境整備費については１事業所につき上限750万円 
・１回当たりの限度台数は、利用定員を10（在宅系サービスは20）で除した数とする。 

（２）介護分野ＩＣＴ導入支援事業 
介護職員の身体的・心理的負担を軽減し、離職防止や職場定着を図るため、介護記録、記録に基づく事業

所内での情報共有、介護報酬請求業務等、介護業務の効率化に繋がるＩＣＴ機器（タブレット端末、ソフト
ウェア等）の導入を支援する。（地域密着型特定施設生活介護新いなば幸朋苑、ほか36事業所で実施予定。）
〇補 正 額：1,500千円 
〇対象主体：各介護事業所 
〇補 助 率：3/4（文書量の半減等、一定の要件を満たした場合） 

上記以外1/2 
  （職員数に応じて上限あり）※前年度以前に補助を受けた場合、既補助額を上限額から差し

引く 
    １名以上10名以下 100万円 

11名以上20名以下 160万円 
21名以上30名以下 200万円 
31名以上      260万円 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
・介護ロボット、ＩＣＴの導入を進める事業所を支援することにより、介護現場の職員の負担軽減や業務効率化
を図る。 

＜導入実績＞ 
・介護ロボット導入支援 平成28年度～令和４年度 238機器（114事業者） 
・ＩＣＴ導入支援    令和元年度～令和４年度 647製品（247事業者） 
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令和５年度一般会計補正予算説明資料

８款 土木費 

６項 住宅費                          住宅政策課（内線：７３９８）

２目 住宅建設費                              （単位：千円） 

事 業 名 補正前 補 正 計 
財  源  内  訳 

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

鳥取県被災者住宅再建支

援基金積立事業 
47,334 20,000 67,334 0 0 0 20,000 

トータルコスト 48,114 20,780 68,894 
（補正に係る主な業務内容） 

予算執行事務（県拠出金の積立） 

従事する職員数 0.1 人 0.1 人 0.2 人 

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要 

鳥取県被災者住宅再建等支援条例（平成 13年鳥取県条例第 40 号）に基づき、国の「被災者生活

再建支援制度」を補完し、被災者の住宅再建を支援することにより被災地域の力強い復興を促進し、

もって地域の維持と再生を図る。 

２ 主な事業内容 

（単位：千円）

区 分 内 容 予算額 

基金積立  自然災害によって住宅に著しい被害を受けた被災者に対して交付する補助

金の財源に充てるため、県と市町村が協調して被災者住宅再建等支援基金を

積み立てる。 

〇県の拠出額：100,000 千円(令和５～９年度に 20,000 千円ずつ拠出。) 

 ※市町村は令和８年度から拠出開始予定。 

20,000

３ 事業目標・取組状況・改善点 

【事業目標】 

県と市町村が協調して被災者住宅再建等支援基金を積み立てる。（目標積立額 23 億円） 

＜基金積立額見込＞R4末：19.6 億円、R5 末：20.1 億円、R7末：21億円 

【取組状況・改善点】 

・平成 28 年の中部地震で一部損壊への支援を拡充した際に積立額の見直しを検討したが、中部

地震により取り崩した基金の再積立が必要であったため、積立額は当面 20 億円で据置き、基

金が 20 億円に達すると見込まれる年度に協議するよう条例に規定した。 

・令和５年度に 20 億円に達することが見込まれたため、令和３年度から市町村と協議を重ね、

国の制度拡充や住宅の耐震性向上などを加味した被害想定戸数に見直しを行い、基金積立目標

額を 23 億円と試算し、令和５年９月１日に開催した鳥取県被災者住宅再建等支援制度運営協

議会（県、鳥取市、米子市、八頭町、湯梨浜町、伯耆町で構成）で了承された。 

・基金積立目標額の見直しに伴い、県及び市町村で追加拠出が必要な額は２億円（これまでの運

用益等の蓄積があるため）となることから、県１億円、市町村１億円の拠出を行う。 
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令和５年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費
２項 工鉱業費 立地戦略課（内線：７６６４）
１目 工鉱業総務費                                       （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源

工業団地整備支援事業
債務負担行為

420,950

119,928

債務負担行為

374,249

61,830

債務負担行為

795,199

181,758

債務負担行為

374,249

61,830

トータルコスト 120,708 62,610 183,318 （補正に係る主な業務内容） 
市町村との協議、申請書の審査、補助金交付
手続き

従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人

事業内容の説明 

１ 事業の目的、概要 

市町村と協調した工業団地の整備により企業投資の促進を図るため、市町村が行う工業団地整備に要

する経費及び起債償還額等に対し支援を行う。

２ 主な事業内容 

 倉吉市内の工業団地に企業の新増設が決定したことに伴う増額補正である。 

○工業団地整備支援補助金（補助率：１／２、補助限度額：５億円（企業立地決定前は２億円)） 

市町村が行う工業団地整備に係る経費及び起債の元金償還額を補助する。 

（単位：年度、千円）

区分 工業団地名 補助事業期間 事業費
令和５年度

補助対象経費
令和５年度
補助金額

整備に係る 

補助 
西倉吉（倉吉市） 令和５～令和26 909,850 123,659 61,830 

 【債務負担行為】 

複数年にわたる工業団地整備及び起債元金償還額に対する補助について債務負担行為を設定する。 

（単位：年度、千円）

工業団地名 債務負担行為期間 事業費 補助対象経費 債務負担行為額 

１ 西倉吉（倉吉市） 令和６～令和26 909,850 540,749 270,374 

２ 河北町（倉吉市） 令和６～令和26 1,006,672 207,750 103,875 

合計 1,916,522 748,499 374,249 

※補助対象経費は、整備に要する経費及び元金償還額から特定財源収入や地方交付税措置額等を除い

た市町村の実質負担額。 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

  市町村による工業団地整備の円滑な実施を支援し、企業立地を促進する。 

＜取組状況・改善点＞ 

工業団地整備支援補助金は平成 21 年度の創設以降、13 団地(鳥取市５、倉吉市２、米子市２、大山町

１、南部町１、伯耆町１、日南町１)において活用されており、団地整備を推進している。 

令和５年度は、当初予算において新規整備１件（鳥取市）、起債元金償還７件（鳥取市、倉吉市(２件)、

米子市、伯耆町（３件）)に対する予算を措置している。 
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令和５年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             企業支援課（内線：７６５８） 
    ２目 商業振興費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

地域商業活性化促進
支援事業 

20,833 2,110 22,943 2,110

トータルコスト 21,613 2,890 24,503 （補正に係る主な業務内容） 
補助金申請受付・審査、補助金交付手続 従事する職員数 0.1人 0.1人 0.2人

事業内容の説明                               

１ 事業の目的、概要 

商店街振興組合等が中心市街地及び商店街の振興等のために実施する商店街施設の整備・改修等に要

する経費を支援する。 

２ 主な事業内容 

中心市街地の商店街エリアの集客力を高め、にぎわいを創出するために商店街が行う環境整備等に支
援を行う鳥取市に対して助成を行う。（間接補助）                 （単位：千円）

区分 内容 予算額 

地域商業

活性化促

進支援事

業補助金

新鳥取駅前地区商店街振興組合（以下「組合」という。）が実施する空き店舗

活用による滞留・交流空間の整備について、鳥取市とともに県もその一部を支援

する。（間接補助） 

※鳥取市は、第４期中心市街地活性化基本計画（令和５年３月認定）におい

て、鳥取民藝の魅力発信、空き店舗活用等により、駅前エリアである鳥取民

藝美術館周辺の集客増及び交流促進を図ることとしている。 

（１）補助対象者 鳥取市    

（２）補助対象経費 

組合が行う鳥取「民藝館通り」における空き店舗活用による滞留・交流空

間の整備に係る工事費等 

  ※令和６年３月事業完了予定 

（３）補助率・補助限度額 

・補助対象経費の１／３又は市補助額の１／２のいずれか低い額 

 ・国（経済産業省）の中小企業経営支援等対策費補助金（面的地域価値の向上・

消費創出事業）、補助率2/3）を活用 

   ※国補助残額が1/3であり、県はその1/3補助となるため、実質1/9を支援 
総事業費 29,689 千円 
《対象事業費（工事費等）》  18,990 千円 
 国 12,660 千円（対象事業費の 2/3） 

鳥取県 2,110 千円（対象事業費の 1/9） 
鳥取市 2,110 千円（対象事業費の 1/9） 
組 合 2,110 千円（対象事業費の 1/9） 

(※)総事業費と対象事業費の差額はソフト事業費等経費 

2,110

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

中心市街地等の商業・居住エリア（商店街とその周辺地域）であるまちなか振興の観点から商業・
サービス機能強化や環境整備を図る。 

＜取組状況・改善点＞ 

国の事業を活用しながら、これまで各地域の商店街の特性に応じた支援を行ってきた。 

平成２２年度：法勝寺町商業環境整備事業（米子市）、五臓圓ビル再生事業（鳥取市） 

平成２３年度：若桜街道商店街活性化事業（鳥取市） 

平成２４年度：元町通り商業環境整備事業（米子市） 

平成２５年度：鳥取駅前サンロード改修事業（鳥取市） 

平成２６年度：笑い通り商店街商業環境整備事業（米子市）、 

若桜街道アーケード改修事業（鳥取市）、川端通り街づくり事業（鳥取市） 

   平成２７年度：鳥取本通商店街通り環境再構築事業（鳥取市） 

   令和 ５年度：角盤町商店街振興組合（米子市） ※６月補正予算にて計上 
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令和５年度一般会計補正予算説明資料 
７款 商工費 
 １項 商業費                             企業支援課（内線：７６５８） 
    ２目 商業振興費                                         （単位：千円） 

事 業 名      補 正 前 補 正 計 
財 源 内 訳

備考 
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）鳥取県中小企
業団体中央会新会館
整備支援事業 

0 43,900 43,900 43,900

トータルコスト 0 45,459 45,459 （補正に係る主な業務内容） 
補助金申請受付・審査、補助金交付手続 従事する職員数 0.0人 0.2人 0.2人

事業内容の説明                               

１ 事業の目的、概要 

鳥取県中小企業団体中央会が行う県内組合等に対する支援機能の強化等を図るため、拠点施設と

なる新会館の整備を支援する。

２ 主な事業内容 

（１）新会館の施設概要 

○建 物 概 要  延床面積 570 ㎡（２階建て）  

※ZEB 対応を行うとともに、デジタル環境及び 

浸水対応を強化 

○建 設 場 所  鳥取市富安１丁目（旧会館跡地） 

○工期（予定） ［工  事］令和５年 11月～令和６年８月 

［オープン］令和６年秋   

 （参考）旧会館の概要 

  ・昭和 41年に建設（築 57年経過）され、昭和 57年に中央会が取得し中央会館として使用 

  ・延床面積 523 ㎡（２階建て） 

（２）予算額 （単位：千円） 

区 分 事業費 補助率 補助金額 

ZEB(※)対応部分以外の新会館整備に係る工事費 222,000 1/10 22,200

ZEB 対応部分の事業費（設計・工事・設備等） 43,400 1/2 21,700

補助対象外経費（解体費・移転費・設備費等） 45,100 － － 

合 計 310,500 － 43,900

※ZEB・・・「ネット・ゼロ・エネルギー・ビル」の略。エネルギー使用量削減（省エネ）と再生可

能エネルギー創出（創エネ）によりエネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物 

＜ＺＥＢ対応部分＞ 

○県内の脱炭素化に向けたモデル事例としてZEBの認証基準における「ZEB Ready」（ゼブ・レディ）

認証を目指す。 

 ※「ZEB Ready」・・・省エネ基準に比べて50%以上のエネルギー消費量削減に適合した建築物 

 ※【対応事例】高効率エアコン、全熱交換設備、窓サッシ、太陽光発電設備 等 

○県内の脱炭素化（ZEB対応）のモデル事例として、県と鳥取県中小企業団体中央会が連携して周知

・啓発を図り、県内中小企業等に対して脱炭素化の取組を推進していく。 

３ 事業目標・取組状況・改善点 

＜事業目標＞ 

○新会館整備の支援とあわせ、新会館を脱炭素化のモデル事例として県内中小企業等への普及啓発

を図る。

○県と中央会との間で「新会館整備及び県内中小企業支援に係る連携協定」を締結した（R5.9.7）。

＜取組状況・改善点＞  

主要商工団体の会館整備については、県内中小企業支援の拠点施設として支援を行っている。 

【近年の例】鳥取県商工会連合会（H4）、米子商工会議所（H8）、鳥取商工会議所（H20） 
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令和５年度一般会計補正予算説明資料 
８款 土木費 
 ４項 港湾費                           港湾課（内線：７４０４） 
１目 港湾管理費   （単位：千円）

事 業 名      補正前 補 正 計 
財 源 内 訳

備考
国庫支出金 起債 その他 一般財源 

（新）鳥取港船舶航行
安全検討事業 

0 30,000 30,000 15,000 15,000

トータルコスト 0 30,780 30,780 （補正に係る主な業務内容） 
船舶航行安全検討業務の実施 従事する職員数 0.0人 0.1人 0.1人

事業内容の説明     

１ 事業の目的・概要 
  これまでに鳥取港に受け入れた最大のクルーズ船は「ぱしふぃっくびいなす」（船長183.4ｍ 
総トン数26,594ｔ）であり、令和６年以降にこれを上回る大型船の寄港を実現すべく、早期に船
舶の航行安全確保検討を行い、誘致活動対象の拡大を図る。 

２ 主な事業内容 
 ○船舶の航行安全確保に向けた検討 
  (1) 基礎事項の整理 

クルーズ船の入港計画、鳥取港の現状、航行環境の整理 
  (2) 入出港操船の安全性確保 

操船に係る基礎検討、操船シミュレーションによる検討 
  (3) 係留の安全性確保 
   技術基準との照査、限界風速の算出 
  (4) 航行安全対策 
   入出港の対策、係留中の対策の検討 
 ○航行安全検討委員会の運営 
  (1) 航行安全検討委員会の開催 
   学識経験者及び関係機関有識者による検討委員会の開催 
  (2) 航行安全検討委員会資料の作成 
   検討委員会資料の作成 

３ 事業目標・取組状況・改善点 
令和２年の新型コロナウイルス感染症の感染拡大以降、世界的にクルーズは運航停止となって

いたが、感染症対策を進めた結果、令和３年からは国内クルーズが、令和５年３月からは国際ク
ルーズが再開された。 
鳥取港へのクルーズ船の寄港は、令和４年に１回、令和５年に２回あり、令和５年には11年振

りに国際クルーズ船を受け入れ、今後もさらなるクルーズ船の寄港が期待されている。 
鳥取港周辺は観光ポテンシャルを十分に有し、クルーズ船で寄港した観光客の呼び込みが十分

に見込める地域であり、クルーズ船の寄港は、鳥取の知名度やイメージ向上、観光地を中心とし
た地域活性化につながる。 
より多くのクルーズ船の寄港を可能とするため、対象クルーズ船の航行安全検討を事前に行い、

船舶が安全に寄港・出港できることを船社側へ示す必要がある。 
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